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１．目的・適用 

 

・本ガイドは，土木工事の関係書類について，本市における「標準的な仕様」を示すと共に

「簡素化」を図るための方法を紹介する。 

 なお，営繕工事においても，概ね本ガイドに準じるものとする。 

・本ガイドは，書類の電子化の取り組みを示し，インフラ分野のＤＸを推進するものとする。 

・本ガイドにより，本市での検査体制の統一を図り，受注者及び発注者共に円滑な検査の実施

に取り組むこととする。 

・受注者及び発注者，監督員，検査員は本ガイドに基づき工事の円滑な施工，検査を行うも

のとする。 

・監督員・検査員は，不要な書類の提出・提示を求めないこと。 

・受注者は不要な書類を作成しないこと。 

※ 受注者の社内で必要とされる工事書類の作成を妨げるものではない。 

法令等に規定された書類の作成は適正に行うものとする。 

 

２．書類は原則電子化 

 

・情報共有システム(ASP)は，工事書類の作成や受発注者間のやりとりについて WEB を通して

行うシステムで，電子データで管理。 

・工事書類の処理の迅速化を図り，建設現場の働き方改革，生産性向上に寄与。 

・対象書類は「情報共有システム対象書類一覧表」を参照のこと。 

・原則，工事においてＡＳＰを活用し，書類は電子データで管理するよう努める。 

※ 提出書類は「情報共有システム対象書類一覧表」を参照のこと。 

・情報共有システム(ASP)で扱った書類は，別途「紙」での提出は不要。 

 

※令和8年4月から 

情報共有システム原則活用 

土木工事書類標準化ガイドの位置づけ 

情報共有システム(ASP)を活用し，対象書類は原則電子データで管理 

ASP対象工事 
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３．コリンズ(CORINS)登録は書類不要 

 

・登録の確認依頼は，コリンズからの監督員へのメール送信のみ。 

※ 別途，紙の確認資料の提出は不要。 
・監督員はメール送信された登録内容を確認のうえ，送信されたメールに直接「本件の登録を認

める」ことを記載し，受注者宛返信すればよい。 

※ 署名・押印は不要であり，紙資料の打ち出し不要。 

 ・変更時と工事完成時の間が土・日曜日，祝日を除き１０日に満たない場合は，変更時

の登録は不要。 

・工事完成時の登録は，完成検査後の登録でもよい。 

 

４．施工計画書 

  

・施工計画書は工事着手前に監督員に提出しなければならない。 

・ただし，設計照査等により施工内容が確定されていない工種については，内容が正式に確定

されてから，施工計画書を提出すればよい。 

・準備工の着手にあたっては，以下の必要最小限の項目について施工計画書を提出すればよい。 

〇現場組織表 

〇準備工の施工方法 

〇安全管理 

〇緊急時の体制及び対応 

〇再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法（必要に応じ提出） 

 

 

・現場条件又は計画内容に変更が生じた場合は，その都度当該工事着手前に変更施工計画書を

提出すること。 

・数量のわずかな増減等の軽微な変更で施工計画に大きく影響しない場合については，新たに

変更施工計画書の作成，提出は不要。 

( 軽微な変更の事例 ) 
工期末の精算変更，施工方法の変更を伴わない工事中の数量の増工や工期のわずかな変更など。 

 

 

・変更施工計画書は，変更が生じないページを改めて提出する必要ない。 

・項目の追加等による段落番号の修正は行う必要ない。 

 

登録の確認にあたり書類の作成は不要 

変更施工計画書は，施工計画に大きく影響しない場合は提出不要 

設計照査の後に工事内容が確定されてから施工計画書を作成し

提出すればよい 

変更施工計画書は，変更箇所のみを抜粋して提出すればよい 
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５．設計図書の照査 

 

【発注者が実施する部分】 

・照査結果により生じた計画の見直し，図面の再作成，構造計算の再計算，追加調査等。 

（受注者に作成を指示する場合は，その費用を発注者が負担する） 

【受注者が実施する部分】 

・設計照査の結果を説明するための資料作成。 

（現地地形図・設計図書との対比図・取り合い図・施工図等） 

 

６．工事測量成果表・工事測量結果 

・仮ＢＭや工事用多角点の設置，用地境界，中心線，縦横断等を確認した結果，設計図書に示

されている数値と差異を生じた場合は，監督員に工事測量結果を提出し指示をうけること。 

・仮ＢＭ及び多角点を設置した場合は，工事測量成果表を提出する。 

 

7．下請負人通知書 

 

・下請負人通知書は原則提出不要。監督員から請求があった場合のみ提出する。 
・建設業法第24条の8第2項に基づく，「施工体制台帳《下請負人に関する事項》A3用紙」は，提出する。 

８．施工体制台帳 

 

・警備業者・運搬業者・資材業者の作成不要。   

・直営施工の場合は作成不要。 

 

施工体制台帳，添付書類の提出は必要最小限とする 

照査の結果により生じた，計画の見直し・図面の作成・構造計

算・追加調査等の書類作成は発注者の責任で実施 

下請負人通知書は原則提出不要 
※契約事務書類として提出済である，ひたちなか市建設工事等契約手続要綱(平成6年告示第10号)別記第4に基づく，「下請負人通

知書(第３号)A4用紙」は，検査時には原則提出不要です。 
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【施工体制台帳の構成】 
※建設業法施行規則改正（令和２年１０月１日）により，「作業員名簿」が施工体制台帳の一部  

となっている。（全工事対象） 

 

【施工体制台帳に添付を必要とする書類】 

〇発注者との契約書の写し 

〇下請負人が注文者との間で締結した契約書の写し 

（注文・請書及び基本契約書又は約款の写し） 

〇元請負人の配置技術者が主任（監理）技術者資格を有することを証する書面 

（監理技術者は，監理技術者資格証の写しに限る） 

〇専門技術者補佐を置いた場合は，監理技術者補佐資格を有することを証する書面 

（国家資格等の技術検定合格証明書等の写し） 

〇主任（監理）技術者，監理技術者補佐及び専門技術者の雇用関係を証明できるものの写し 

(住民税特別徴取税額通知書，健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等の写し) 

〇作業員名簿 
【施工体制台帳に添付が不要な書類の事例】 

○建設業許可や警備業認定証の写し 

○請負会社の厚生年金保険や雇用保険加入を証明するものの写し 

○監理技術者などの技術者届けの写し 

○ 見積依頼書の添付図面 

○技術者配置要件以外の資格や実務経歴の写し 

○下請契約の締結及び施工体制台帳等の作成に当たって元請負人が下請負人等から徴取し

た書類（下請負人の主任技術者に係る資格書及び雇用関係を証する書面・社会保険や雇用

保険に関する書面等) 
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・作業員名簿の資格・免許等の添付書類は提出不要。 

 
・元請業者の作業員名簿（現場代理人・主任技術者等を含む）の提出が必要。 

 

 

９．施工体系図 

 

・警備業者・運搬業者・資材業者の記載不要。 

・施工体制台帳業者を記載。 

・直営施工の場合は作成不要。 
 

 

 

 

 

 

 

 

「作業員名簿」の変更は他様式の変更に併せて提出すればよい 

「作業員名簿」の添付書類は提出不要 

施工体系図の添付資料の提出は必要最小限とする 

「工事担当技術者台帳」、「役割分担表」の作成は不要 
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10．建設業退職金共済証紙 

 

・請負契約締結後３０日以内（電子申請方式は４０日以内）に「掛金収納書提出用台紙（様式第

033号）」（電子申請方式は「掛金収納書（電子申請方式）」を作成し，発注者あて提出するも

のとする。 

・工事の完成時には，「建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表（様式第031号）を作成し，発

注者あて提出するものとする。 
※ 発注者は，掛金充当実績総括表の確認は，「掛金充当日数」と掛金収納書における「証紙購入日数」を照合し，概ね齟齬がない

ことを確認すること。掛金充当日数が共済証紙の購入日数を大幅に下回る場合（※）は，必要に応じて，元請事業主に下請事業主

の就労状況報告書や工事別共済証紙受払簿等の提示を求め，対応について聴取する。 ※当面は例えば３／４を目安とする。 

※ （電子申請方式の場合）発注者は，掛金充当実績総括表の確認は，「掛金充当日数」と掛金収納書における退職金ポイントの

「購入日数」を照合し，概ね齟齬がないことを確認する。掛金充当日数が退職金ポイントの購入日数を大幅に下回る場合（※）

は，必要に応じて，元請事業主に下請事業主の就労状況報告書や掛金充当書等の提示を求め，対応について聴取する。 ※当面は

例えば３／４を目安とする 

 

11．再生資源利用計画書（実施書），再生資源利用促進計画書（実施書） 

・再生資源利用計画書，再生資源利用促進計画書については，工事着手時に建設副産物情

報交換システム（コブリス(COBRIS)）に入力し，施工計画書に添付して提出。 

・再生資源利用実施書，再生資源利用促進実施書についても，工事完了時にコブリスに入

力し提出。 

・再生資源利用計画書，再生資源利用促進計画書に建設残土（土砂）の記載がある場合

は，資源有効利用促進法省令に基づき，搬出先等の【確認結果票】を作成し，コブリス

の添付資料として提出。また，工事完成時には【受領書】を提示。 

 

12．材料使用届 

 

・追加変更がある場合，再届出が必要。数量のみの変更は提出する必要はない。 

・材料納入伝票について，監督員から請求があった場合は提示又は提出すること。 

 

  

建設業退職金共済手帳の写しは不要 

ＡＳＰで提出する場合，添付資料（品質証明資料等）が多く効

率的でない場合は，紙による提出でも可 
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13．工事主要材料使用総括表 

 

〇監督員が必要とする場合を除き，集計表は不要。 

 

14．工事打合せ記録簿 
 

・監督員は過度な説明用の資料作成を求めないこと。 

・添付する資料は，極力，既存図面や既存資料を活用。（内容が確認できればよい） 

・共通仕様書等，ホームページ等で入手可能な一般的な基準類のコピーの添付は不要。 
 

 

 

15．関係機関協議資料（許可後の資料） 

・許可後の資料は提示でよい。監督員から請求があった場合は写しを提出。 

伝票整理に係る集計表の提出は不要 

主要材料使用総括表 材 料 集 計 

表

添付する資料は，必要最小限かつ簡潔でよい（確認できればよい） 
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16．近隣協議資料 

 工事お知らせや苦情対応等について，監督員から請求があった場合は提出。 

 

17．ウィークリースタンス 

 

〇全ての工事を対象とする。（災害・緊急を要する工事を除く） 

〇受発注者で確認・調整した内容について工事期間中の目標として取り組むものとする。 

 

 

  

休日・ノー残業デー等の勤務抑制に向けて取り組みを行う 

ウィークリースタンスの取組例 
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18．ワンデーレスポンス 

 

・回答にあたり発注者側で，協議や検討等が必要な場合は「その日のうち」に「回答日を受注者

に回答」することが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注者から発注者への協議・相談は「その日のうち」に「回答」 

その日のうち」回答が困難な場合は「回答日」を通知 

※工程に影響がある場合は，受注者において

 

矢板の打ち込みについて 

矢板について設計図書の深度に達する前に，矢板が打

ち込み不能となり，対策工を添付図のとおり施工した

く，契約書第○○条に基づき協議します。 

 

監督員が措置可能な内容で

「その

 

発注担当課に報告・相談し，

その結論を「その日のうち」

に回答可能か 
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19．臨場確認（段階確認・確認立会・材料確認） 

 

・施工計画書段階で，受注者と発注者で必要な工種，頻度等を確認し過度な臨場確認を行

わない。 

  

 

 

 

 

  

施工計画書段階で実施項目，頻度等を確認 
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20．材料確認 

 

・設計図書（共通仕様書・特記仕様書）で指定された材料のみ実施。 

  (施工計画書の確認段階で実施項目，確認頻度を確認しておく) 

・プレキャスト製品のうち以下に示す JIS 認証製品・茨城県指定製品・日本下水道協会規格品

等の材料検査は不要。 

 

・検査不要な材料については製品に刻印されている JIS マーク等と規格（製品の種類 

又はサイズ）がわかるように写真撮影を行うこと。（寸法計測写真不要） 

※規格（製品の種類又はサイズ）が刻印されていない材料については寸法計測写真を撮

影すること) 
（参考例）JIS認証製品 （参考例）日本下水道協会規格品 

 

（参考例）茨城県指定製品 

 

 

・JIS認証製品(遠心力鉄筋コンクリート管，RCボックスカルバート，Ｕ型側溝等) 

・茨城県指定製品(積ブロック，大型ブロック，長尺Ｕ字溝及び蓋（組合型）等) 

・日本下水道協会規格品(下水道用推進管，下水道用組立マンホール等) 

・無筋製品(歩車道境界ブロック，集水桝，境界杭等) 

・その他，茨城県以外の公的機関が定期的に品質検査を実施している製品。 

 

認定マークと規格が

わかるように撮影 

規格がわかるように撮影

（KUR300×300） 

JIS マークと 

規格がわかる

ように撮影 

材料確認は，設計図書において指定された材料のみでよい 
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21．休日・夜間作業届①（現道上の工事） 

 

 現道上の作業届は，週間工程表等の「作業日」，「作業時間」，「作業場所」，「作

業内容」が把握出来る資料を提出すれば良い。 

 作業日ごとに提出する必要はなく，確定している作業日に集約して提出しても良

い。 

 

21．休日・夜間作業届②（現道上以外の工事） 

 

 工事打合せ簿の作成は不要。（メールやＡＳＰを使用し記録を残す） 

 

22．工事事故報告書 

 

・工事事故報告書及び，監督員から請求のあった資料を提出。 

 

 

 

 

 

 

 

事故が発生したら，取り急ぎ監督員へ第一報を報告 

現道上の工事以外の工事は，メールやＡＳＰによる監督員へ事

前の「連絡」でよい（口頭のみでの連絡は不可） 

現道上の工事は，週間工程表等を提出すればよい 
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23．工事履行報告書 ※（履行報告）契約約款第１２条 

 

・受発注者間での工程の確認は，実施工程表で実施。 

 

 

  

実施工程％は，「請負代金額」と「現場で施工した金額」で算出 
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24．産業廃棄物管理票（マニフェスト） 

 

・契約数量の根拠としてマニフェストのコピーの提出は不要。 

・契約数量の根拠は，集計表のみの提出とし，マニフェストの提示を受けた監督員が集計表

を確認。 

・主たる工種が解体工事の場合は提出。 

・残土や産業廃棄物の搬出における追跡調査の写真は不要。 

 

 

25．排出ガス対策型・低騒音型建設機械の写真 
 

・監督員が現場で稼働している建設機械を確認し，施工プロセスチェックリストに記載。（監

督員は写真の提示を求めないこと） 

 

26．特殊車両通行許可証 

 

・特殊車両の走行中の写真撮影は不要。 

マニフェストは監督職員への提示のみ，コピーの提出は不要 

産業廃棄物等の搬出における追           

跡調査の写真は不要。 

 

排出ガス対策型・低騒音型建設機械確認の写真撮影は不要 

許可証は監督職員から請求があった場合のみ提示 
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27．安全教育・訓練等の実施状況資料 

 

・安全教育及び訓練等の実施状況を記録した資料は，整備・保管するが，監督員の請求が

あった場合は提示できる体制とし，提出は不要。 

・その他，災害防止協議会，新規入場者教育，過積載防止取組，仮設工の点検・管理，保

安施設の設置・管理，地下埋設物等の事故防止対策など提示できるよう，日頃の安全

衛生に十分努めること。 

・検査（中間，部分引渡検査，完成検査）では，これらの資料を確認する。 

 

28．現場環境改善の実施状況（現場環境改善費の積算をした場合） 

 

・施工計画書に実施予定の内容を記載すること。 

・土木工事写真管理基準に基づき撮影した写真は，必要。※土木工事のみ該当。 

※ 監督員は，現場臨場の際，実施状況を確認すること（実施が不十分な場合，適切に指

導すること）。 

 

29．創意工夫・社会性等に関する実施状況説明資料 

 

・自ら立案実施した創意工夫や技術力により工事の品質や安全等の向上したものや，地

域社会・住民や建設業の環境改善に貢献したものとして評価できる項目について作

成。 

・１工事について最大10項目まで提出可能。  

・10項目を超過し作成しても工事成績評定の加点は実施しない。 

 

安全教育・訓練等の実施資料は提出不要 

説明資料は簡潔に作成し，最大10項目までの提出 

10 項目を超えた提出は不要 

実施報告書、実施写真（様式にまとめたもの）は作成不要 
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30．出来形・品質管理 

 

・測定点数（測点数ではない）が５点未満の工種は，出来形管理図表，品質管理図表を作成し

なくてよい。※土木工事のみ該当。 

・測定点数が５点未満の工種については一覧表のみ作成。※土木工事のみ該当。 

 

31．工事写真 

 

・監督員はダイジェスト版の提出を求めないこと。 

・写真に黒板で寸法等が明確に映っていれば，写真外に寸法を書く必要はない。 

（写真管理ソフト等への数値入力不要） 

 

 

出来形管理図表，出来形管理一覧表，品質管理図表，品質管理

一覧表及び工事主要材料使用総括表を作成する。 

工事写真は紙に印刷せず，パソコン(ビューワー)等で見られる

ようにする。ダイジェスト版は作成しない 

黒板で寸法等が確認でき

れば写真外に寸法を書く

必要はない。 

出来形管理一覧表 

品質管理一覧表 

出来形管理図表 

ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度試験監理図表 

ASP対象工事 
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32．工事検査① 

 

・検査に必要な書類を限定し，受注者における説明用資料等の書類削減及び監督員と

検査員との重複確認を避け，より効率化を図る。 

・原則，電子化した書類はASPで検査。 

・７種類以外の追加書類を求める必要がある場合は検査通知前に受注者に通知するこ

と。 

 

 

 

 
【必要書類】 

検査員は，検査時に下記の７書類に限定して資料検査

を実施 

書類の扱いは，「情報共有システム対象書類一覧表」

を参照のこと。 

①施工計画書 ⑤品質管理一覧表， 

品質管理図表 

②施工体制台帳・体系図 
（下請引取検査書類（提示）含む）

建設業法第24条の4 

⑥材料品質証明関係資料 

（材料使用届等） 

③工事打合せ記録簿 ⑦工事写真 

④出来形管理一覧表， 

出来形管理図表 

※「安全教育訓練実施資料」

等の確認は監督時に随時実施

するほか、事前通知のうえ、

検査時に実施することもあ

る。 

32．工事検査② 

 

・監督員・検査員は情報共有システム(ASP)で提出された書類について，別途，紙での提出

を求めないこと。 

 

32．工事検査③ 

 

・本ガイドにおいて不要としている書類を作成しても，工事成績評定では評価されない。 

・書類の量や見栄えは，工事成績評定に影響しない。 

・工事概要説明資料(ダイジェスト版)等の工事検査のために新たな資料の作成不要。 

・監督員・検査員は，不要な書類の提出・提示を求めないこと。 

・元請業者（受注者）が下請業者に対し，引渡検査を書面で実施している場合，その書類を検

査時に提示。（実施していなければ提示する必要はない） 

・社内検査を実施している場合，その書類を検査時に提示。 

（実施していなければ提示する必要はない） 

不要な書類を作成しても工事成績評定では評価されない 

工事検査は「書類限定検査」の場合，７書類に限定して検査 

約40書類 

検査時に準備 
７書類のみ 

検査時に準備 

通常検査 

検査書類 
書類限定検査 

検査書類 

書類限定検査のイメージ 

上記の書類以外は、

監督員によるプロセ

スチェックにより確

認 

工事検査は電子データにより実施 

ASP対象工事 

ASP対象工事 
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33．発注者等からの誤った指摘事例① 

 

•「標準化ガイド等に反する書類作成の指示等」は，いわゆる“お願いベース”であっても原則でき

ません。 

【標準化ガイドの目的に明らかに逆行，もしくは記載内容に明らかに反した指摘事例】 

凡例 ×：受注者に対する発注者等からの誤った指摘や要求内容 

〇：標準化ガイドに基づく見解，解説 

事例１） ➢１9．臨場確認（段階確認，確認立会，材料確認）関連 

×段階確認，確認・立会について，設計図書に記載の無い内容の確認・立会を要求された。 

〇設計図書を基本とし，施工計画書作成段階で，受発注者で必要な工種，頻度等を確認してくだ

さい。 

事例２） ➢１9．臨場確認関連 

×臨場確認時の写真の添付や，立会した結果を再度データ入力しASPに添付するように指導さ

れた。 

〇受注者は臨場確認時の状況写真や，臨場確認のための新たな資料の作成は不要です。 

事例３） ➢20．材料確認関連 

×材料の品質規格証明資料について，指定材料以外も提出を要求された。 

〇設計図書（共通仕様書・特記仕様書）で提出を指定された材料以外は提出不要です。 

事例４） ➢２3．工事履行報告書関連 

×工事履行報告書に，実施工程表を添付するよう要求された。 

〇実施工程表は提出不要としているため，工事履行報告書への添付は不要です。 

事例５） ➢32．工事検査①関連 

×書類限定検査の際に，７種類以外の書類（建退共の受け払い状況や下請けの月ごとの出来高確

認方法，安全関係処理の紙ファイル等）を要求された。 

〇書類限定検査の場合，７種類以外の書類の提示は不要です。追加書類を求める必要がある場合

は検査通知前に受注者に通知することとなっています。 

事例６） ➢32．工事検査②関連 

×工事完成図書について，電子納品と紙の両方を求められた。 

〇紙出力しての納品は不要です。工事検査においても電子データにより実施することとしていま

す。 

事例７） ➢32．工事検査③関連 

×検査時に工事概要書（ダイジェスト版）の作成を求められた。 

〇工事検査のために新たな資料作成は不要です。 
 

 

 

標準化ガイドの目的に反する指摘等は厳に慎むこと 
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33．発注者等からの誤った指摘事例② 

 

・標準化ガイドの内容を発注者等で拡大解釈し，受注者へ過度な負担を掛けないこと。 

•受注者の作業の手戻りにならないよう，様式の指定が必要な場合は事前に行うこと。 

【発注者等での都合のいい解釈や，作業の手戻りが生じ，過度な負担となった事例】 

凡例 ×：受注者に対する発注者等からの誤った指摘や要求内容 

〇：標準化ガイドに基づく見解，解説 

事例１） 

×「協議書が必要かもしれない」，「作成不要だがあったほうがよい」と言われた。 

〇設計図書で指定のない書類は作成不要です。発注者等も曖昧な指示を行わないこととします。 

事例２） 

×協議資料に添付する書類は必要最小限かつ簡潔で良いとなっているが，内容確認のために多数

の写真や詳細図面・概算金額・変更数量等を求められた。 

〇「この資料がないと△◇部長は納得しない」，「補助金対象工事のため補助元への説明に必

要」，「誰が見ても理解出来るように」等の理由で資料を求めないこと。内部説明のためだけ

に必要な資料は発注者が自ら作成することが基本です。受注者が作成する場合は協議の対象と

します。 

事例３） 

×標準様式に無い様式は任意様式だが，自社の書式で提出したところ，後から発注担当課オリジ

ナルの様式や他社の様式に合わせてほしいと要求され，作業の手戻りが生じた。 

例）週休2日制の報告書，工事のお知らせ(回覧チラシ)，熱中症対策に資する現場管理費の補

正報告書，設計照査様式など 

〇様式の指定が必要な場合は事前に行うこと。 

事例４） 

×一度，指摘を受けて修正した後，別の箇所で指摘を受けて再度直すというようなことが何度も

続く。 

〇書類の修正が必要な場合は修正内容を明確に指示するようにします。「こんなニュアンスで修

正してほしい」等の曖昧な指示を行わないこととします。 

事例５） 

×金曜日の16時ごろに図面の修正指示がメールであり，月曜日に提出を求められる事例が多く

ある。➢17．ウィークリースタンス関連 

〇工事現場環境改善の観点から，休日，ノー残業デーの業務時間外に作業しなければならない期

限を設定しないこととしています。（それ以外においても同様な対応とすることが望ましい） 

 

 

  

標準化ガイドの都合のいい解釈や作業の手戻りを生じさせないこと 

「受注者へ」 

標準化ガイド等に反する指摘等を受けた場合は，本ガイドを発注者等へ提示し共

通認識を得てください。 

本ガイドを提示しても発注者等と共通認識を得られない場合は，総務部契約検査

課までご報告をお願い致します。 
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34．受注者が負担と感じている事例 

 

・発注者は同様の事例で受注者へ負担を掛けることのないよう努めるとともに，必要に応じて改善対

応を行うものとする。 

【受注者が負担と感じている事例】 

事例１） 

ワンデーレスポンスの実施について，協議事項についてその日のうちに回答日もなく，こちらから尋ね

てもなかなか回答が返ってこないことが度々あった。 

事例２） 

監督員との打合せ→担当課での打合せ→本打合せと３段階行っており，その都度，打合せ，内容説明，

打合せ資料の修正が発生しており，時間と労力を消費している。 

事例３） 

発注者用の内部会議資料作成（毎月），関係する第三者への説明資料作成（施工ステップのマンガ化）

を求められた。 

事例４） 

監督職員が検査職員に検査前に説明する資料として，中間技術検査対象範囲図及び数量内訳書の他に，

検査時に測定可能箇所の図面明示や，出来形管理図表の中で，測定可能箇所のピックアップをした書類の

提出を求められた。 

事例５） 

発注者の監督職員の異動に伴い，今までの協議の経緯の説明や関係機関協議の経緯を説明するのが負担

となる。発注者側で，ある程度は引継ぎしてほしい。 

事例６） 

当初設計からの変更事項について口答指示を受けたが， 本来なら発注者側から先行指示されるべきとこ

ろ，「その変更の内容を精査して受注者側から協議してください」と当然のように指示があった。 

事例７） 

本市のローカルルールだからと言われ，地元住民に対する過度な工事説明等を求められた。 

その他，ローカルルールと称して本ガイドと異なった運用が見受けられております。 

・工事履行報告書への実施工程表の添付   ・ASP選定の書類作成 

・施工体制台帳における役割分担表の作成  ・ダイジェスト版の作成 

 

 

  

受注者が負担と感じている事例は必要に応じて改善対応を行うこと 
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本ガイドに定めのない工事関係書類については，受発注者の協議により定めるも

のとする。 

 

本ガイドは令和８年４月１日以降に行うひたちなか市財務規則（平成６年規則第

４１号）第１２４条第１項の公告に係る一般競争入札及び同規則第１３８条第２

項の通知に係る指名競争入札から適用する。 


